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１．はじめに  

 現在，道路橋示方書 1)における直接基礎の耐震設

計では地震時慣性力を静的荷重として評価し，支持

力と安定性に対する照査は行っているが，変位につ

いては直接的には考慮してない．より合理的な設計

を行うためには，地震後の残留変位量も考慮した設

計法が有効であると考えられる．そこで，本研究で

は地震時残留変位に着目し，直接基礎の地震時挙動

を把握する目的で振動台実験を行った． 

２．実験概要 

 図-1 に実験の概略図を示す．平面寸法 4 m×4 m

のせん断土槽内に厚さ 2 mの模型地盤を作成し，そ

の地盤上に直接基礎模型を設置し加振した．加振は

一方向である．図-2に実験模型を示す．実験模型は，

基礎，柱，上部構造部からなる鋼製模型である．基

礎平面寸法は 0.5 m×0.5 m，模型全重量は 8.385 kN

である． 

地盤には，乾燥させた豊浦標準砂を用いた．地盤

は 20 cmの層厚ごとに相対密度 Dr = 80%になるよう

振動プレートで締固めて作成した． 

計測項目は，地盤および模型の加速度，基礎底面

に加振方向に並べて設置した 11個の 2方向ロードセ

ルによる鉛直力とせん断力である．また，模型およ

び地盤には標点を設置し，デジタルビデオカメラを

用いて定点より撮影した画像から変位を求めた．  

実験ケースは，表-1に示す 3ケースで，加振波を

変化させた．また，Case 2および Case 3では加振中

の Z 軸まわりの回転を拘束する目的で根入れさせて

いる．実験中に地表面で計測された加速度の最大値

は表-1の通りである． 

 

３．実験結果 

 図-3に示すようにモーメントが上限値（降伏モー

メント）に達すると，回転角が急増し，地盤の塑性

変形が累積されることがわかった．また，モーメン

トほど明瞭ではないが，図-4に示すよう，水平力 H

が上限値（降伏水平力）に達すると水平変位 u が急
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図-1 実験概要図 

図-2 実験模型 
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表-1 実験ケース 

せん断土槽

実験地盤

豊浦標準砂（乾燥）

相対密度 D =80%r

南側 北側模型

（単位:mm）
加振方向

Z軸

X軸
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増し，地盤の塑性変形が累積されることがわかった． 

基礎の回転と水平運動のそれぞれに関して，基礎

の残留変位と基礎に働く仕事量との相関関係の有無

を調べた．ここで，残留変位とは，加振により生じ

た基礎底面中心位置の鉛直，水平，回転変位である．

なお，残留変位は周辺地盤との相対変位とする必要

があるが，本実験では加振による周辺地盤の沈下が

ほどんど生じなかったため絶対変位とした．仕事量

は式(1)を用いて算出した． 

∫=
D

d tdtME
0

)(|)(| θθ , ∫=
D

du tdutHE
0

)(|)(|       (1) 

ここに，M(t)，H(t)は，時刻tに基礎底面に作用するモ

ーメント，水平力，dθ(t)，du(t)は，ある時間Δtにお

ける各変位の増分，Dは全時刻を示す．一般に全仕事

量を算出する場合には式(1)中の作用力は絶対値とは

しないが，正側の荷重を受けるときの残留変位量と

負側の荷重を受けるときの残留変位量が打ち消し合

うように絶対値を用いることにした． 

残留回転角θ r，残留水平変位urとEdθ ，Edu比較した

結果を図-5, 6に示す．水平，回転成分のいずれにお

いても良い相関関係が見られた． 

図-7に M - v関係を示す．降伏モーメントに達し

た時，基礎端部は上方に変位する一方，前述のよう

に基礎端部地盤が塑性化する．その結果，鉛直動は

入力されていないにも関わらず，基礎全体では沈下

が生じる．こうした挙動が繰返されることで鉛直変

位は徐々に沈下方向に累積する．したがって，基礎

の鉛直変位を予測するためには，鉛直運動と回転・

水平運動の連成を考慮する必要がある．そこで，鉛

直方向成分の仕事量だけではなく式(2)に示す基礎の

全仕事量 Ed (kNm)を算出し，残留鉛直変位 vrと比較

した． 
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ここで，V(t)は時刻 tに基礎底面に作用する鉛直力で

あり，dv(t)は，ある時間Δtにおける鉛直変位の増分

である．図-8に，vrと Edの関係を示す．vrについて

も基礎の仕事量と比較的良い相関関係が見られた． 

４．まとめ 

 以上の結果から，基礎に作用するモーメント，水

平力には上限値が見られること，鉛直運動と水平・

回転運動の間には連成効果があること，また基礎の

残留変位は，その変位量の大きさは地震中に基礎が

受ける仕事量と相関を持つ傾向があることがわかる．

しかし，Edθ ，Edu，Ed は全時刻における基礎の動的

な挙動が分かったときに初めて算出される値であり，

動的解析を行わなければ個別の地震動に対する事前

予測はできない．したがって，直接基礎に生じる残

留変位量を予測するためには時々刻々の 1) 基礎底

面に作用する V， H， Mと鉛直変位 v，水平変位 u ，

回転角θ  関係の非線形，2) 鉛直・水平・回転運動の

連成の両者を考慮できる動的解析手法が必要である． 

今後，直接基礎の地震時残留変位を定量的に予測

できる数値解析法の検討を行うとともに，多数の基

礎について動的解析を行った結果をまとめることで

設計地震動を受けるときの基礎の簡便な変位推定式

が作成できるかを検討したい． 
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図-7 Case 3 M – v 関係             図-8 vr －Ed関係
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図-3 Case 3 M – θ 関係           図-4 Case 3 H – u 関係            図-5 θr – Edθ 関係      図-6 ur – Edυ 関係 
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